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理論的設計法においては,舗装各層に発生するひずみを力学解析手法により求め,構成材料の疲労特性から

破壊年数を推定する.こ のため,走行する交通荷重に応 じたひずみを精度良く求めることが重要である.本 研

究では,間接引張試験による残留ひずみの計測を行い,その算定方法を検討 した.ま た,走行車両によるアスフ

ァル ト混合物層ひずみの多層弾性理論解析値について,残留ひずみを考慮 した補正方法を検討 した.さ らに,

走行車両による実測ひずみの計測結果 との比較によって,補正の妥当性を検証 した.
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1.は じめに

理論的設計法の確立に向けて,走行する交通荷重に対

する舗装各層のひずみ算定の精度向上が重要な課題であ

る.近年,国内においても優れた多層弾性理論プログラム

が開発 されてきているが,精度向上のためには載荷条件

や各舗装構成材料の物理定数など実態に即 した解析条件

を設定することが求められる.

筆者らはアスファル ト混合物層(以 下,As層 とする)に

ひずみ計を埋設した試験舗装区間において,FWDに よる支

持力評価や車両走行試験によるひずみの実測結果と多層

弾性理論解析結果を比較し,理論解析結果の妥当性の検

証を行った結果を報告した.その結果,FWD載 荷時及び走

行車両の前輪載荷時における舗装体ひずみの実測値 と,

多層弾性理論解析値は概ね整合した1).
一方
,走行車両の後輪載荷時における舗装体ひずみの

実測値は,解析値よりも大きな値となる傾向が見られた.

これは,アスファル ト混合物の粘弾性の影響が要因の1

つと考えられる.走行荷重が作用する舗装体ひずみの粘

弾性解析を行 う場合,有限要素法を用いた解析が必要と

なることから,きわめて複雑な作業になることは避けら

れない.今後,理論設計法を実用化 し,実務 レベルで普及

するためには,より簡便な手法であることが望ましい

本研究では,弾性挙動である多層弾性計算と粘性挙動

に相当する残留ひずみに関して,室内試験値からの予測

を行い,現塀碁 結果と比較することで,現場における残

留ひずみを簡便に予測する手法について検討した.こ れ

らは,舗装の理論的設計法における,ひずみ算出の精度向

上を可能とする一手法と考えている.間 接引張試験によ

って,除荷後に発生する残留ひずみに着目した計測を実

施 し,舗装体のひずみ解析値について残留ひずみを考慮

した補正を行い,走行車両による舗装体ひずみの実測値

との比較によって,補正の妥当性を検証したものである.

2.調 査研究概要

(1)試験舗装区間の概要

舗装体ひずみの実測は,一般国道238号 の北海道稚内市

声問に整備した試験施工区間で実施した.本 区間の交通

区分は第4種1級,舗 装計画交通量は1000台 以上3000台

未満台/日(旧C交 通)で あり,片側2車 線の歩道側を試

験施工の区間としている.

(2)走行車両によるひずみ計測

試験舗装断面において20tダ ンプ トラックを走行させ,

埋設したひずみ計によりAs層 下面のひずみを計潰け る.

(3)多層弾性理論による舗装体ひずみの解析

走行車両の荷重条件において,FWDた わみの逆解析によ

り求めた弾性係数を用いて,多層弾性理論解析により走

行車両載荷時の理論ひずみを算出する.

(4)間接引張試験

間接引張試験を実施 し,ひずみ波形を計測した.除荷後

の復元遅れによる残留ひずみと供試体温度,載荷時間,休

止時間などの関係を分析した.
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(5)舗装体ひずみ解析値の補正

間接引張試験から得られた回帰式を用いて前輪載荷後

の残留ひずみを算定し,後輪載荷時のひずみ解析値を補

正する.さらに,舗装体ひずみの解析値の補正結果を実測

値と比較 し,妥当性を検証した.

3.車 両走行によるひずみ計測

車両走行試験を行った試験舗装の断面構成を図-1に 示

す.試験舗装には,走行車両の動的載荷によりAs層下面に

発生するひずみを計測するため,動的なひずみ変化の計

測が可能なひずみ計ペイブメント ス トレイン トラン

スデューサー(PAST-II-AC)をAs層 に埋設している.

20tダ ンプトラックの走行速度を10～50km/hで 変化さ

せてひずみ計の直上を走行させ,As層 下面のひずみを計

測した.計測は温度条件が異なる5月,8月 および11月 の

3回 実施 した5.月に計測したAs層 平均温度23℃,車 両走

行速度30km/hの 場合のひずみ計測結果を一例として図-2

に示す.ひずみ変化において,車輪通過後のひずみの復元

の時間的遅れがみられ,As層 の粘弾性的な挙動と考えら

れる.

表 層:

密粒度 アスコン

基 層:

粗粒度アスコン

上層路盤:

As安 定処理

下層路盤:

切込砂利

(40mm級)

路 床

基 盤

(風化 泥岩)

図-1部験舗装断面

図-2車 両走行試験によるひずみ計測結果

4.多 層弾性理論によるひずみの解析

(1)FWDたわみ測定と逆解析

多層弾性理論解析における入力条件としての各層の弾

性係数を決定するため,FWD調 査を実施した.FWDた わみ

計測値により逆解析プログラムLMBS2)を 用いて求めたAs

層,路 盤,路床および原地盤(風 化が進んだ岩盤)の 弾性

係数を表-1に 示す.

表-1逆 解析による各層の弾性係数

(2)As層 の弾性係数の補正

As層 の弾性係数は 「舗装に関する飴SHTO指 針3)」に従

い,車 両走行によるひずみ測定時の舗装体温度に換算 し,

さらに,FWDと 走行車両の載荷時間の違いか ら,載荷時間

と間接引張に関す る研究結果4)を 参考に補正 した.そ の

結果を表-2に 示す.な お,表-2に 示す舗装体平均温度は

測定時刻が異なるため,表-1と 異なる値 となっている.

表-2走 行車両による載荷時間と弾性係数の補正値

(3)多層弾性理論解析

表-1の路盤,路床,原地盤の弾1生係数および表-2の補正

後のAs層 の弾1生係数を用いて多層弾性理論解析プログラ

ムGAMES5)に より走行車両通過時の解析ひずみを計算し

た.解析における載荷条件は,図-3に 示す前輪(シ ングル

タイヤ)と 図-4に示す後輪(ダ ブルタイヤ)を 図-5に示

す荷重配置により載荷した.

図-3前 輪荷重(シ ングルタイヤ)

図-4後 輪荷重(ダ ブルタイヤ)
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図-5走 行車両の荷重配置

解析ひずみは,輪荷重の載荷位置を縦断的に変化させ

て,着目点であるAs層 下面のひずみ計埋設位置に当たる

静的なひずみを計算した。ここで,解析ひずみを経時的変

化に変換するため,走行試験における実測ひずみの走行

速度を用いて,経時的なひずみ変化を算出している。As

層下面の横断方向ひずみの縦断方向分布および車両走行

試験による実測ひずみの比較結果を図-6に 示す.前 輪通

過時の解析ひずみは実測値と比較的一致しているが,後

輪通過時の解析ひずみは実測値よりも小さな値となって

いる.実測では前輪通過後のひずみが0に戻る前に後輪載

荷が始まっていることから,残留ひずみが後輪載荷時の

ひずみに影響し,解析値よりも大きなひずみが計測され

たと考えられる.

図-6解 析ひずみと実測ひずみの比較

5.間 接 引張試験

(1)試験方法

再生密粒度アスファル ト混合物および再生アスファル

ト安定処理の供試体について,,写 真-1に 示す間接引張試

験装置を用いて,舗装試験法便覧別冊の 「アスファル ト混

合物の レジリエン トモデュラス試験方法」6)に準拠 した,

間接引張試験を実施 した.

試験条件は表-3に示すとお り,3種類の温度条件O℃,10℃,

30℃±1℃で行 う.載荷時間は10km/h,30km/h,50km/hの

車両走行速度を想定 し,それぞれ0.8秒0.4秒0.2秒 と

する.各 温度 条件において圧裂試験結果から求めた供試体

の引張強度に対 して,10%程 度の応力を生 じさせる荷重を載

荷荷重に設定する.載 荷波形1よマルチファンクションジェ

ネレーターでハーバーサイン波 を出力 した

写真-1間 接引張試験装置

表-3試 験条件

(2)残留ひずみの計測

間接引張試験において,除荷後の残留ひずみに着目し

たひずみ波形の計測を行った.ここで,残留ひずみとは,

図-7に 示すとお り,載荷時間経過後の任意の休止時間tγ

におけるひずみεγを意味する.

また,載荷時の最大ひずみに対する残留ひずみの割合

を残留ひずみ率と定義すると,任意の休止時間における

残留ひずみ率Rεは,以下の式(1)により求まる.

(1)

ここに,εmax:最 大 ひず み(×10-6)

εγ:休止時間tγのときの残留ひずみ(×10略)

接引張試験の波形データを用いて図-8に 示すとおり,間

接引張り試験の波形データを用いて,載荷終了時点から

休止時間0.8秒 までの残留ひずみデータを0.05秒 間隔で

抽出した.計測ひずみの波形データを見ると,休止時間に

対して残留ひずみは直線的な低下ではないことから,1

次関数による回帰式で表現することは適当ではないと考

え,抽出データの変数変換を行った場合についても相関

分析を行 うこととした.残 留ひずみ率は残留ひずみ率の

対数に,休止時間は休止時間のn乗および休止時間の対数

に,試験温度は試験温度のn乗 および試験温度の対数に,

載荷時間は載荷時間のn乗 および載荷時間の対数にそれ

ぞれ変数変換を行った.こ こで,デ ータにゼロを含む変

数に関しては,ほ ぼゼロにみなせる値を加えて対数に変

換を行った.変 数変換前後の相関係数を表-4に 示す.
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図-7残 留ひずみ

図-8ひ ずみ波形における残留ひずみデータの抽出

従属変数である残留ひずみ率を比較すると,再生密粒度

アスファル ト混合物および再生アスファル ト安定処理と

もにおおむね実数の場合の相関係数が高い 独立変数を疑

較すると,試験温度は,実数の場合に残留ひずみ率との相

関性が高い.載 荷時間は実数,対数,0.5乗 のいずれの場合

も残留ひずみ率との相関性は低い.休止時間については

0.4乗 の場合に残留ひずみ率との相関性が向上したため,

独立変数として決定した.

載荷時間は実数,対数0.5乗 のいずれの場合も残留ひ

ずみ率との相関性は低い 間接引張試験の載荷時間は 走

表-5自 由度2重 調整済み寄与率

行試験の車両走行速度10～50km/h程 度の範囲を想定

し,0.2,0.4,0.8秒 の条件で実施 している.この範囲にお

ける載荷時間の変化が残留ひずみに与える影響は,温度

や休止時間による影響と比較して非常に小さいことから,

回帰式における変数として,載荷時間を除外した.

以上の結果から,表-5に 示す変数を選択して重回帰分

析を行った.重回帰分析によって得られた再生密粒度ア

スファル ト混台物の残留ひずみ率Rεmの算定式を式(2)に,

再生アスファル ト安定処理の残留ひずみ率Rεaの 算定式

を式(3)にそれぞれ示す.再生密粒度アスファル ト混合物

および再生アスファル ト安定処理ともに自由度2重 調整

済み寄与率が高く,回帰モデルは妥当と考えられる.

(2)

(3)

ここに

Rεm:密 粒度アスファル ト混合物の残留ひずみ率,

Rεa:ア スファル ト安定処理の残留ひずみ率,

T:試 験温度(℃),tr:休 止時間(s)

式(2)お よび(3)は 実験値 を解析 した実験式であ り,同

一の材料に関して,ひずみ レベル,試 験中の温度,載 荷時

間な どの試験条件が内挿の範囲内であれば,適 用効果が

あると考えられ る.今後,ア スファル ト混合物の種類や試

験条件を変えて,デ ータを蓄積 し,汎用性を高めたい

表-4相関分析結果
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図-9に 算定式(2)および(3)から得られる残留ひずみ率

を示す.残留ひずみ率は試験温度が高いほど高く,休止時

間の経過とともに低下する.また,密粒度アスファル ト混

合物の残留ひずみ率はアスファル ト安定処理の残留ひず

み率よりもやや高い.
一例として

,アスファル ト安定処理について,算定式に

よる残留ひずみ率と計測された最大ひずみから残留ひず

みの時間変化を求め,実測 直と比較した結果を図-10に 示

す.算定式による推定値は実測値と近似 した結果となっ

ている.

図-9算 定式による残留ひずみ率

図-10算 定式による残留ひずみと実測ひずみ

図-11算 定式による密粒度アスファル ト混合物

の残留ひずみと実測ひずみ

アスファル ト安定処理

図-12算 定式によるアスファル ト安定処理

の残留ひずみと実測ひずみ

密粒度アスファル ト混合物の残留ひずみと実測ひずみ

の関係を図-11に,ア スファル ト安定処理の残留ひずみと

実測ひずみの関係を図-12に 示す.いずれも実測直と推定

値はほぼ合致してお り,相関係数も高い

6.解 析ひずみの補正

(1)残留ひずみの算定

5月に計測したAs層 平均温度23℃,車両走行速度30km/h

の場合を一例として,多層弾性理論解析によって算定した

As層 下面のひずみについて,残留ひずみの影響を考慮した

補正を行 う.

前輪通過時における残留ひずみ εr1は,式(1)及び式(2)

から式(4)で表される.前輪通過時における最大ひずみの

解析値εmaxl=120.1μひずみ,舗装体平均温度7=23℃ を代

入すると,式(5)に示す休止時間ちとの関数となる.

(4)

(5)

図-13走 行車両前軸通過の算定式による

残留ひずみの変化
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前輪通過から後輪(第2軸)通 過までの間のひずみ最小

値における時間を休止時間0.0sと して算出した,前輪載

荷に対するAs層 下面における残留ひずみの推移を図-13に

示す.

次に,時速30km/hで 走行 した場 合の後輪(第2軸)通

過時間は,実 測ひずみの推移か ら前軸通過後0.400sで あ

り,休止時間で表す とtr=0.206sに あたる.このときの前

輪通過による残留ひずみ1よ式(5)か らεr1=32.3μ ひずみ

となる.また,後輪(第2軸)通 過時による最大ひずみの解

析値 εma2=76.9μ ひずみであり,前輪通過による残留ひず

みを考慮した,後輪(第2軸)通 過における残留ひずみ1よ

εr2は式(6)で 表 される.後 輪(第2軸)通 過時影残留ひず

みの推移を図-14に 示す.

(6)

さらに,後輪(第3軸)通 過時の残留ひずみの推移も同

様に算出して,車両走行における各軸の通過による残留ひ

ずみ変化を求めた 算出結果を図-15に 示す.残留ひずみの

開始は前軸によるひずみ最大値発生時とし,荷重減少過程

においても残留ひずみが発生 していると考えられるが,

算定方法が不明であることから直線で結んで連続化して

いる.

図-14走 行車両後軸(第2軸)通 過の算定式による

残留ひずみの変化

図-15走 行車両載荷時における残留ひずみの推移

(2)残留ひずみの影響を考慮したひずみの算定

図-6に 示した多層弾性理論解析による車両走行時のAs

層下面のひずみに対して,図-15に 示した残留ひずみの算

定値を加算することによって,補正を行った結果を図-16

に示す.補正結果は実測ひずみと比較して,近似 している.

図-16残 留ひずみによる補正を行った解析ひずみと実測ひずみ

の比較(5月,30km/h)

As層 の温度が高く,走行速度が遅い場合,As層 の弾性係

数が低下し,車両走行時のAs層 下面のひずみが大きくな

る.このようなケースとして,図-17に8月 に計測したAs

層平均温度27℃,車 両走行速度10km/hの 場合の実測ひず

み解析と補正ひずみの比較結果を示す.残留ひずみの影

響を考慮した補正ひずみは,補正を行っていない解析ひ

ずみと比較 して精度は向上しているが,実測ひずみとは

あまり一致していない.残留ひずみの影響がない前輪載

荷時の解析ひずみと実測ひずみの一致が良くないことか

ら,FWDの 測定精度や逆解析結果の精度,ひずみの測定精

度なども影響していると考えられる.

図-17残 留ひずみによる補正を行った解析ひずみと実測ひずみ

の比較(8月,10km/h)

As層 の弾性係数が高いケースとして,図-18に11月 に

計測したAs層 平均温度12℃,車 両走行速度50km/hの 場合

の実測ひずみ解析と補正ひずみの比較結果を示す.残留

ひずみの影響を考慮 した補正ひずみは,実測ひずみ とは

比較的一致しているが,残留ひずみの影響は小さい
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図-18残 留ひずみによる補正を行った解析ひずみと実測ひずみ

の比較(11月,50km/h)

Ｏ多層弾性解析値

■残留ひずみ補正

図-19後 輪(第2軸)載 荷時の解析ひずみと補正ひずみの比較

Ｏ多層弾性解析値
■残留ひずみ補正

図-20後 輪(第3軸)載 荷時の解析ひずみと補正ひずみの比較

走行速度を10～50km/h,温 度条件が異なる5.月,8月 お

よび11月 の各ケースについて,後輪(第2軸)載 荷時の

解析ひずみ と補正ひずみの比較結果を図-19に 示す.残 留

ひずみの影響を考慮 した補正ひずみと実測ひずみの関係

ば ややばらつきがあるものの相関式における補正値 と

実測値は比較的一致しており,精度が向上していること

が分かる.また,後輪(第3軸)載 荷時の解析ひずみと補

正ひずみの比較結果を図-20に 示す.補正ひずみは実測ひ

ずみよりやや小さい値となっており,後輪(第2軸)の 場

合より精度は劣っているが,補正なしの場合と比べると

精度は向上している.

7.ま とめ

今回,試験舗装にひずみ計を埋設し,走行車両によって

載荷し,As層下面のひずみ計測を行った.ま た,間接引張

試験によって,除荷後の復元遅れによる残留ひずみに着

目した計測を行った.さらに多層弾性理論解析値につい

て残留ひずみの影響を考慮した補正を行い,実測値 と比

較した結果,以下の事項が確認された.

(1)20tダ ンプ トラックを走行させ,ひ ずみ計によって

計測したAs層 下面のひずみ変化には,車輪通過後のひず

みの復元の時間的遅れによる残留ひずみがみられる.

(2)間接引張試験結果から,残留ひずみ率との相関は,試

験温度,休止時間の順に高く,載荷時間との相関は低いこ

とが分かった.

(3)重 回帰分析によって,再生密粒度アスファル ト混合

物および再生アスファル ト安定処理の残留ひずみ率の算

定式が得られた.回 帰式は自由度2重 調整済み寄与率が

高く,回帰モデルは妥当と判断される.

(4)走行速度を10～50km/h,温度条件が異なる5月,8月

および11月 の各ケースについて,後輪(第2軸,第3軸)

載荷時の解析ひずみおよび残留ひずみの影響を考慮し

た補正を行ったひずみを実測ひずみと比較 した結果,補

正による精度向上が確認された.

8.お わ りに

LCCの 低減に向けて,低コス トあるいは耐久性が高い新

材料や新工法を積極的に採用することが望まれる.使用

実績が少ない新材料や舗装構造の設計にあたっては,従

来の経験的な設計法であるTA法 の適用が困難であり,理

論的設計法の確立が求められる.理論的設計法の実用

化 ・普及に向けては,実務レベルで利用可能な簡便な手法

により,舗装体ひずみ解析の精度向上を図ることが望ま

しい.

今回,本研究では,弾性解析ひずみに実験から予測した

残留ひずみを用いて補正することにより,実舗装におけ

る粘弾性ひずみを推定できる可能1生が見いだせた.
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今後,動的応答解析や粘弾性理論解析などさまざまな

アプローチによって,補正手法を検討 していきたい.ま

た,舗装体ひずみ計測の精度向上,FWDた わみの動的逆解

析や室内材料試験などによる舗装各層の物理定数決定手

法の検討,解析条件の検討による精度向上にも取り組み

たい.
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Correction of Analyzed Pavement Strain

by Incorporating Residual Strain with Dynamic Loading

Hideto TAKEMOTO , Ryuji ABE and Yuichi KUBO

In the theoretical design of pavement, strains that occur in pavement layers are obtained by a mechanical

analysis and the number of years to fatigue failure is estimated based on the fatigue characteristics of materials.

It is very important to accurately estimate the strain induced by traveling vehicles. In this research, the residual

strain was measured in an indirect tension test, and calculation of strain from this measurement was studied.

The strain generated in the asphalt mixture layer by traveling vehicles was calculated using multilayer elastic

theory analysis, and a correction that considers residual strain was performed. The correction was examined by

comparing the results with measured strain caused by traveling vehicles.
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